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証券コード 7683 

電子提供措置開始日：2024年４月５日 

株 主 各 位 
 東京都渋谷区恵比寿一丁目20番18号 

 株 式 会 社 ダ ブ ル エ ー 

 代 表 取 締 役 肖 俊 偉 
 

第23期定時株主総会招集ご通知に際しての 

電子提供措置事項 

 

■事業報告 

１．企業集団の現況 

   ⑴ 事業の経過及び成果 

   ⑵ 直前３事業年度の財産及び損益の状況 

   ⑶ 対処すべき課題 

   ⑷ 主要な事業内容 

   ⑸ 主要な営業所及び工場 

   ⑹ 使用人の状況 

   ⑺ 主要な借入先の状況 

   ⑻ その他企業集団の現況に関する重要な事項 

２．会社の現況 

   ⑴ 株式の状況 

   ⑵ 新株予約権等の状況 

   ⑶ 会社役員に関する状況 

   ⑷ 会計監査人の状況 

３．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況 

４．会社の支配に関する基本方針 

５．剰余金の配当等の決定に関する方針 

 

■連結計算書類 

 １．連結貸借対照表 

 ２．連結損益計算書 

 ３．連結株主資本等変動計算書 

 ４．連結注記表 

 

■計算書類 

 １．貸借対照表 

 ２．損益計算書 

 ３．株主資本等変動計算書 

 ４．個別注記表 

 

■監査報告 

 １．連結計算書類に係る会計監査報告 

 ２．計算書類に係る会計監査報告 

 ３．連結計算書類、計算書類及び事業報告に係る監査役会の監査報告 
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■事業報告 

（2023年２月１日から2024年１月31日まで） 

１．企業集団の現況 

⑴ 事業の経過及び成果 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウィルス感染症の影響が限定的とな

り社会経済活動の正常化が進み、個人消費が回復基調になるとともに、訪日外国人観光客

数の増加によるインバウンド需要の拡大により、景気は穏やかに持ち直しの動きがみられ

ました。 

しかしながらウクライナ情勢の長期化や不安定な中東情勢の影響による資源価格等の高

騰、日米金利差拡大を背景とした歴史的な円安による物価上昇、また人手不足の深刻化等

依然として先行き不透明な状況が続いております。 

 当社グループが所属する靴業界におきましては、業界全体の市場規模は減少傾向にある

ものの、スニーカーを中心としたカジュアル志向の靴及び履き心地等の機能を重視した靴

の需要は依然として拡大傾向にあります。また、社会経済活動の正常化に伴い、オケー

ジョン需要が回復傾向にあります。 

 このような状況の中、当社グループは、「いつでも想像以上に満足のできる商品・サー

ビスを提供します。」の企業理念のもと、引き続き好立地かつ好条件の店舗展開と、更な

る成長が期待されるオンライン販売の拡大に取り組んでまいりました。 

当連結会計年度におきましては、個人消費の回復やインバウンド需要の拡大により客足

が回復するとともに、オンライン販売のチャネルの増加、吸収合併に伴う店舗の増加等に

より売上高は前期を上回りました。また、営業利益は、売上高の増加及びテレビ CM の放映

に伴う広告宣伝費が前期に比べ減少したことにより、前期を上回る結果となりました。 

以上の結果、当社グループの当連結会計年度の業績は、売上高が 21,260,649 千円（前期

比 20.8％増）、営業利益が 1,762,708 千円（前期比 48.5％増）、経常利益が 1,692,096 千

円（前期比 56.0％増）、親会社株主に帰属する当期純利益が 1,163,788 千円（前期比

68.9％増）となりました。 
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⑵ 直前３事業年度の財産及び損益の状況 

区 分 
第 20 期 

(2021年1月期) 

第 21 期 

(2022年1月期) 

第 22 期 

(2023年1月期) 

第 23 期 

(当連結会計年度) 

(2024年1月期) 

売 上 高 (千円) 13,081,490 15,701,607 17,598,385 21,260,649 

経 常 利 益 (千円) 311,374 1,031,701 1,084,432 1,692,096 

親会社株主に帰属 
す る 当 期 純 利 益 

(千円) 239,859 707,569 689,169 1,163,788 

１ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 金 額 

(円) 25.26 74.38 72.37 122.12 

総 資 産 (千円) 9,006,962 10,069,114 10,834,436 12,377,118 

純 資 産 (千円) 7,343,765 8,113,313 8,760,072 9,938,610 

１株当たり純資産額 (円) 772.50 852.16 919.50 1,042.81 
 

（注）１. 1 株当たり当期純利益金額は、期中平均発行済株式数（期中平均自己株式数を除く）により算

出しております。 

２. 1株当たり純資産額は、期末発行済株式数（期末自己株式数を除く）により算出しております。 

３. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日）等を第 22 期の期

首から適用しており、第 22 期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の

数値となっております。 

４．当社は 2023 年８月１日付で普通株式１株につき２株の分割を行っております。第 20 期(2021

年１月期)の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益金額及び１株

当たり純資産額を算定しております。 

 

 

⑶ 対処すべき課題 

 当社グループは、靴業界におけるイノベーターカンパニーとして、「ORiental TRaffic」

「卑弥呼」といったＷＡブランドの顧客層拡大を基本戦略とし、お客様満足度の高い、高

品質な商品及びサービスの企画開発に取り組んでまいります。また、当社グループの保有

する高品質ブランドの積極的な普及を進め、当社グループの販売領域や規模の拡大を目指

すとともに、他社ブランドとのコラボレーション事業を推進し、お客様との長期的なつな

がりの構築を目指してまいります。 

 当社グループの商品は、自社で企画開発しパートナー工場で生産、仕入を行っておりま

す。商品開発の特徴としては、商品企画担当者が販売スタッフとして店頭で接客を行い直

接お客様の声を聞き、同じ企画担当者が検品検査スタッフとして生産工場を巡回し直接指

導を行っていることです。これらの商品企画開発から生産品質管理、販売までを分業化せ

ず一気通貫で担当することで、当社グループオリジナルの魅力的な商品提供を可能にして

おります。 

独自サービスとしては、不要になった靴の下取り交換、ヒール先端部分（トップリフト）

の無料交換など、企業理念「いつでも想像以上に満足のできる商品・サービスを提供しま

す。」の実現に尽力しております。 

 このようなお客様に寄り添った商品及びサービスの提供を行い続けながら、企業価値の

向上に向け、具体的には以下の課題に取り組んでまいります。 
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① 商品企画開発力の向上 

 日々めまぐるしく変化する社会において価値観やライフスタイルが多様化し消費者に求

められる商品基準も高まっています。当社グループは、企業理念である「いつでも想像以

上に満足のできる商品・サービスを提供します。」を実現するため、従来から消費者の嗜

好に寄り添った商品を提供することで成長してまいりました。今後におきましても、今ま

で以上に消費者の声に耳を傾け、消費者動向や競合他社の把握・分析のほか、市場全体の

ニーズ・トレンドを迅速に捉え、タイムリーに消費者とのコミュニケーションを密に重ね

ることで、より顧客満足度の高い商品・サービスを提供するために企画開発力の向上に取

り組んでまいります。 

 

② グローバル・サプライチェーンマネジメントの強化 

 当社グループにおける商品の企画開発・発注仕入プロセスに関して、日本国内のみなら

ず中国・香港等を含む全社的な商品供給を支えるために、グローバルな視点に基づいたサ

プライチェーンマネジメントの向上を進めてまいります。そのため、現地のパートナー工

場等との価格や技術力、品質面などの条件を勘案した新たな取引先の開拓や、為替相場の

変動等に備えた適切なリスクヘッジを実現することにより、企業グループ全体として適時

適切な商品仕入が行えるように取り組んでまいります。 

 

③ 事業構造のデジタル化の推進 

 ファッション業界におけるテクノロジーの進化は著しく、オンライン販売のみならずオ

フライン販売におきましても、アプリ連携等による付加サービスに対応しなければ事業の

停滞を余儀なくされます。当社グループにおきましても、常に利便性の高いアプリ・サイ

トの構築及び顧客サービスの拡充に努めておりますが、今後ますます進むデジタル化の波

に乗り遅れることがないように、今まで以上に売場最適な顧客リレーションの実現に取り

組んでまいります。 

 

④ 中・高価格帯ブランドの強化 

 履き心地と綺麗さを兼ね備えた高価格帯ブランド「卑弥呼」や MODE をキーワードに都会

的で洗練されたデザインを提案する大人の女性に向けたブランド「NICAL」は新たな顧客層

の拡大に寄与しております。今後は、ブランド力を高める商品を企画し、パンプス以外に

スニーカーやレインシューズといった商品ジャンルの拡充を図ることによりブランド力を

更に強化してまいります。 

  

⑤ アパレル事業の強化 

 2023 年３月に株式会社ミッシュマッシュを吸収合併したことにより、アパレル事業へ本

格的に参入しております。「MISCH MASCH」のブランドコンセプトをリブランディングする

ことでイメージの刷新を行い、トレンドを捉えた商品提案により、新たな顧客層の獲得に

努めております。今後は、オンライン販売の強化や商品の生産・販売体制の見直しを着実

に実行するとともに、SNS を利用したイメージ戦略に注力することで、「MISCH MASCH」ブ

ランドの復活を図ってまいります。 
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⑥ 海外事業の拡大 

 当社グループは、現在、台湾、香港、マカオ、中国にて海外事業を展開しております。

今後のさらなる成長のためには、グローバル市場、とりわけアジア地域での海外事業の拡

大は必要不可欠であります。ＷＡブランドのコンセプトを世界中のお客様に浸透させるた

めにも、引き続きブランドビルディングを推進してまいります。 

 

 

⑷ 主要な事業内容（2024年1月31日現在）  

事 業 区 分 事 業 内 容 

婦人靴の企画・販売事業 

当社グループは、婦人靴を中心とした自社商品の企画・販売とその他の事業
に取り組んでおります。なお、当社グループは、婦人靴の企画・販売事業と
その他事業の２つを事業セグメントとしておりますが、その他事業のセグメ
ントは重要性が乏しく、婦人靴の企画・販売事業の単一の報告セグメントと
みなせるため、セグメントごとの記載を省略しております。 

 
 

 

⑸ 主要な営業所及び工場（2024年1月31日現在） 

① 当社  

本 社 東京都渋谷区恵比寿一丁目 20番 18 号 

物 流 セ ン タ ー 茨城県稲敷市江戸崎みらい２番１号 

横 浜 オ フ ィ ス 神奈川県横浜市鶴見区安善町２丁目１番８号 
 

 

② 子会社 

株 式 会 社 卑 弥 呼 東京都渋谷区神宮前六丁目 17番 10 号 

C A P I T A L  S E A  S H O E S 
C O M P A N Y  L I M I T E D 

HONG KONG 

江 蘇 京 海 服 装 貿 易 
有 限 公 司 

中国江蘇省 

C A P I T A L  S E A 
S H O E S  L I M I T E D 

MACAU 

 

 

⑹ 使用人の状況（2024年1月31日現在） 

① 企業集団の使用人の状況  

事  業  区  分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減 

婦 人 靴 の 企 画 ・ 販 売 事 業 483 （195）名 51 名 （21 名） 

合     計 483 （195） 51 名 （21 名） 
 

（注）１. 当社グループは、単一の報告セグメントとみなせるため、セグメント別の記載はしておりませ

ん。 

２. 使用人数は就業人員数であり、臨時雇用者数は、最近 1年間の期中平均人数（1日8時間換算）

を（ ）外数で記載しております。  

３．従業員数は、前連結会計年度末に比べて 72 人増加しておりますが、これは主に、2023 年３月

１日付で株式会社ミッシュマッシュを吸収合併したことによるものであります。 
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② 当社の使用人の状況  

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数 

268（151）名 54 名（６名） 29.7 歳 4.5 年 
 

（注）１．使用人数は就業人員数であり、臨時雇用者数は、最近 1年間の期中平均人数（1日8時間換算）

を（ ）外数で記載しております。 

２．従業員数は、前事業年度末に比べて 60 人増加しておりますが、これは主に、2023 年３月１日

付で株式会社ミッシュマッシュを吸収合併したことによるものであります。 

 

 

⑺ 主要な借入先の状況（2024年1月31日現在） 

 該当事項はありません。 

 

 

⑻ その他企業集団の現況に関する重要な事項 

 該当事項はありません。 
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２．会社の現況 

⑴ 株式の状況（2024年1月31日現在） 

① 発行可能株式総数 16,000,000 株 

② 発行済株式の総数 9,530,680 株（自己株式 84 株を含む） 

（注）１．新株予約権の権利行使により、発行済株式の総数は 1,800 株増加しております 

     ２．2023 年８月１日付で実施した株式分割（普通株式１株を２株に分割）に伴い、 

発行済株式の総数は 4,765,340 株増加しております。 

③ 株主数 3,598 名 

④ 大株主  

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率 

肖 俊偉 6,308,000 株 66.18％ 

趙 陽 589,200 6.18 

丁 蘊 400,000 4.19 

PANG KWAN KIN 240,000 2.51 

野村證券株式会社 117,800 1.23 

枝松 禄 66,500 0.69 

舘 慶生 65,900 0.69 

杉浦 陽一 61,200 0.64 

中山 慶一郎 61,000 0.64 

日塔 大補 47,200 0.49 
 

 

 

⑵ 新株予約権等の状況 

① 当事業年度の末日において当社役員が保有している新株予約権の状況  

 第 1 回 新 株 予 約 権 

発行決議日 2017年11月17日 

新株予約権の数 
 
 70個 
 

新株予約権の目的となる 

株式の種類と数 

 
普通株式 2,800株 

(新株予約権１個につき 40株) 
 

新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに払い込みは要しない 

新株予約権の行使に際して 

出資される財産の価額 

 
新株予約権１個当たり 11,161円 

(１株当たり 280円) 
 

権利行使期間 
2019年11月18日から 

2027年11月17日まで 

行使の条件 （注）３ 

役員の 

保有状況 

取締役 

（社外取締役を除く） 

 
新株予約権の数 70個 

目的となる株式数 2,800株 

保有者数 1名 
  

（注）１．2019年７月11日付で行った１株を20株とする株式分割及び2023年８月１日付で行った１株を２

株とする株式分割により、「新株予約権の目的となる株式の種類と数」及び「新株予約権の行
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使に際して出資される財産の価額」は調整されております。 

２．上記の新株予約権は、使用人として在籍中に付与されたものです。 

３．新株予約権の行使条件 

①新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても、

当社又は当社子会社の取締役、監査役及び従業員の地位にあることを要するものとする。 

②新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認めるものとする。 

③新株予約権者は権利行使期間の制約に加え、下記の期間内においては割当てられた新株予約権

の総数に次の割合を乗じた数（ただし、かかる方法により計算した新株予約権の数のうち１個

未満の部分については切り上げる。）を超える新株予約権の行使をすることができないものと

する。 

記 

権利行使が可能になる日から１年を経過する日まで      ３分の１ 

権利行使可能日から１年経過日の翌日から２年を経過するまで ３分の２ 

権利行使可能日から２年経過日の翌日から３年を経過するまで ３分の３ 

 

 

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況  

 該当事項はありません。 

 

 

⑶ 会社役員に関する状況 

① 責任限定契約の内容の概要 

 当社は、会社法第 427 条第１項に基づき、当社定款において会社法第 423 条第１項の

損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定めておりますが、現時点に

おいては、各取締役（業務執行取締役等であるものを除く）及び各監査役との間で責任

限定契約を締結しておりません。 

 

 

② 社外役員に関する事項 

イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係 

 社外役員の他の法人等の重要な兼職の状況は、第 23 期定時株主総会招集ご通知「事

業報告（2023年 2月 1日から 2024年 1月 31日まで）２．会社の現況 会社役員に関す

る事項 （１）会社役員の状況（2024 年 1 月 31 日現在）」に記載のとおりであります。

また、当社と社外役員の重要な兼職先との間には、特別の関係はありません。 
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ロ. 当事業年度における主な活動状況  

  
出席状況、発言状況及び社外役員に 

期待される役割に関して行った職務の概要 

取締役 菅 沼  匠 

当事業年度に開催された取締役会 14 回のすべてに出席いたしました。

出席した取締役会において、主に公認会計士及び弁護士としての専門的

見地から、取締役会では当該視点から積極的に意見を述べており、特に

財務・会計及び企業法務等について専門的な立場から監督、助言等を行

うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果た

しております。 

取締役 落 合  孝 裕 

当事業年度に開催された取締役会 14 回のすべてに出席いたしました。

出席した取締役会において、主に税理士としての専門的見地から、取締

役会では当該視点から積極的に意見を述べており、特に財務・会計につ

いて専門的な立場から監督、助言等を行うなど、意思決定の妥当性・適

正性を確保するための適切な役割を果たしております。 

監査役 鶴 田  芳 郎 

当事業年度に開催された取締役会 14 回のすべて及び監査役会 13 回のす

べてに出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会において、主

に経営の意思決定及び内部統制に関し、常勤監査役としての中心的立場

及び豊富な知識・経験に基づく専門的見地から適宜発言を行っておりま

す。 

監査役 佐 川  明 生 

当事業年度に開催された取締役会 14 回のすべて及び監査役会 13 回のう

ち 12 回に出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会におい

て、主に法令・定款等の遵守状況に関し、弁護士としての専門的見地か

ら適宜発言を行っております。 

監査役 佐 藤  広 一 

当事業年度に開催された取締役会 14 回のすべて及び監査役会 13 回のす

べてに出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会において、主

に法令・労基法等に関し、特定社会保険労務士としての専門的見地から

適宜発言を行っております。 

 

 

⑷ 会計監査人の状況 

① 名称          有限責任 あずさ監査法人 

 

② 報酬等の額  

 報 酬 等 の 額 

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 33,000千円 

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 33,000千円 
 

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく

監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度

に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。 

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根

拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額に

ついて同意の判断をいたしました。 

３．当社の重要な子会社のうち、CAPITAL SEA SHOES COMPANY LIMITEDについては、会計監査人以外

の公認会計士又は監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む。）

の監査を受けております。 

 



－ 10 － 

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 

 監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断し

た場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定

いたします。 

 また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、

監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監

査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。 

 

④ 責任限定契約の内容の概要 

 当社と会計監査人は、会社法第427条第１項の規定に基づく、同法第423条第１項の損

害賠償責任を限定する契約を締結しておりません。 
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３．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況 

⑴ 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要 

 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の

業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。 

 

① 当社及び当社子会社（以下「当社グループ」という。）の取締役等及び使用人の職務

の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

イ． 当社グループは「コンプライアンス規程」を定め、繰り返しコンプライアンス研

修を実施することにより、役職員が法令及び定款を遵守した行動をとることを徹底

しております。 

ロ． コンプライアンス委員会は、委員長を社外監査役とし、委員会の半数以上を社外

有識者で構成しております。 

ハ． コンプライアンス委員会は、法令違反その他不正行為の報告に関する調査を行っ

た結果、是正措置及び再発防止策等の対策が必要と認められた場合、リスク管理委

員会に対して、可及的速やかに具体的な是正措置及び再発防止策等の対策検討を行

うよう指示することを定めております。 

ニ． コンプライアンス委員会は、法令違反その他不正行為の報告に関する調査を行っ

た結果、コンプライアンス違反行為があったと認められた場合、懲戒委員会に対し

て、具体的な懲戒処分を行うよう指示することを定めております。 

ホ． 当社グループは「内部通報規程」を定め、内部通報制度の運用により、法令違反

その他不正行為の早期発見及び是正を図ると共に、内部通報者の保護を行っており

ます。 

 

② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 取締役の職務の執行に係る情報については、「取締役会規程」、「決裁権限規程」等

の規程に従い、文書又は電磁的媒体に記録・保存し、適切かつ確実に管理しております。

なお、取締役及び監査役は、常時これらの文書等を閲覧できるものとしております。 

 

③ 当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

イ． 当社グループは「リスクマネジメント規程」を定め、リスク管理委員会の運用に

より、当社グループ全体のリスクを網羅的・総括的に管理しております。 

ロ． 内部監査部門は、当社グループ各部門のリスク管理の状況を監査し、監査役会に

報告しております。 

ハ． 監査役会は、内部監査部門を通じて各部門長に対し全社的リスク管理の進捗状況

をレビューさせると共に、定期的に監査役会に報告させ、取締役会において改善策

を審議・決定しております。 

ニ． 当社グループは「事業継続計画（BCP）」を定め、コンティンジェンシー・プラン

の運用により、不測の事態や危機の発生時においても事業の継続を図れるよう対策

しております。 

 

④ 当社及び当社子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するため

の体制 

 当社は「組織規程」、「決裁権限規程」、「関係会社管理規程」等の規程において、

各責任者及びその責任の明確化、執行手続の詳細について定め、取締役等の職務の執行
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が効率的に行われる体制を構築すると共に、子会社にてこれに準拠した体制を構築して

おります。そのうえで、以下の管理システムを用いて取締役等の職務の執行の効率化を

図っております。 

a．会社運営等の重要方針並びに重要な業務執行に関する取締役会の諮問機関の設置 

b．職務権限・意思決定ルールの策定 

c．中期事業計画及び中期事業計画に基づく部門別予算の作成と、月次・四半期業績管

理の実施 

 

⑤ 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 

イ． 子会社の取締役会に対し、子会社の営業成績、財務状況その他の重要な情報につ

いて当社への報告を義務付けております。 

ロ． 子会社において重要な事象が発生した場合には、子会社に対し当社への速やかな

報告を義務付けております。 

 

⑥ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

イ． 子会社は、当社との連携・情報共有を保ちつつ、自社の規模、事業内容、その他

会社の特長を踏まえ、自律的に内部統制システムを整備しております。 

ロ． 「関係会社管理規程」に基づき、経営管理部が関係会社の状況に応じて必要な管

理を行うと共に、当社から子会社の取締役又は監査役を派遣し、それぞれ担当する

子会社を適切に管理しております。 

ハ． 取締役は当社グループの取締役の職務執行を監視・監督し、監査役は当社グルー

プの業務執行状況を監査しております。 

ニ． 内部監査部門は、当社グループの業務全般にわたる内部監査を実施し、当社グ

ループの内部統制システムの有効性と妥当性を確保しております。 

 

⑦ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に

関する事項並びに当該使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実

効性の確保に関する事項 

イ． 監査役は、従業員に監査業務に必要な補助を求めることができるものとし、当該

従業員は監査役の指揮命令に従わなければならないものとしております。 

ロ． 監査役から監査業務に必要な補助を求められた従業員はその命令に関して、取締

役、内部監査部門等の指揮命令を受けないものとしております。 

ハ． 監査役から監査業務に必要な補助を求められた従業員の人事異動、人事評価、懲

戒に関しては、半数以上の社外有識者から構成される懲戒委員会での公平な審議に

基づくものとしております。 

 

⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する

体制 

 取締役及び使用人は、監査役に対し次の事項を報告することとしております。 

a．会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項 

b．重大な法令・定款違反 

c．毎月の経営状況として重要な事項 

d．内部監査状況及びリスク管理に関する重要な事項 

e．その他コンプライアンス上重要な事項 
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⑨ 子会社の取締役・監査役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監

査役に報告するための体制 

イ． 当社グループの役職員は、法令等の違反行為等、当社グループに著しい損害を及

ぼすおそれのある事実については、これを発見次第、直ちに当社の監査役に対して

報告を行うこととしております。 

ロ． 内部監査部門は、定期的に当社監査役に対する報告会を実施し、当社グループに

おける内部監査、コンプライアンス、リスク管理等の現状を報告しております。 

ハ． 内部通報窓口の担当者は、当社グループの役職員からの内部通報の状況について、

当社監査役に対して報告しております。 

 

⑩ 監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこ

とを確保するための体制 

 当社グループの「内部通報規程」において、当社グループの役職員が監査役に対して

報告を行ったことをもって、解雇その他の不利益な取扱いを禁止する旨を明記しており

ます。 

 

⑪ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の

執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

 監査役がその職務の執行について、費用の前払い等の請求をしたときは、当該監査役

の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理

しております。 

 

⑫ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

イ． 役職員の監査役監査に対する理解を深め、監査役監査の環境を整備するよう努め

ております。 

ロ． 監査役による各業務執行取締役及び重要な使用人に対する個別のヒアリングの機

会を随時設けると共に、代表取締役、会計監査人それぞれとの間で定期的に意見交

換会を開催し、また内部監査部門との連携を図り、適切な意思疎通及び効果的な監

査業務の遂行を図っております。 

ハ． 社外取締役及び社外監査役からのみ構成される意見交換の機会を定期的に設ける

ことで、独立した第三者としての立場から、当社グループの業務執行状況やコンプ

ライアンスの遵守体制などに関して、有効かつ適切なモニタリングを実施しており

ます。 

 

⑬ 財務報告の適正性を確保するための体制の整備 

イ． 財務報告を適正に行うため、当基本方針に基づく経理業務に関する規程及び手順

等を定め、財務報告に係る内部統制の体制整備と有効性向上を図っております。 

ロ． 内部監査部門は財務報告に係る内部統制に対して定期的に監査を行い、内部統制

の有効性について評価し、是正や改善の必要のあるときは、速やかに代表取締役及

び監査役に報告すると共に、当該部門はその対策を講じております。 
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⑭ 反社会的勢力の排除に向けた体制整備に関する内容 

イ． 当社は、企業や市民社会の秩序に脅威を与える暴力団をはじめとする反社会的勢

力に対しては一切の関係を持たず、不当な要求に対しては毅然とした態度でこれを

拒絶し、利益の供与は絶対に行わないことを基本方針とし、その旨を「コンプライ

アンス規程」に明記し、関連マニュアル等を配付することで全役職員に対し周知徹

底を図っております。 

ロ． 反社会的勢力からの接触や不当要求に対しては、人事総務部が警察・弁護士をは

じめ外部の専門機関と緊密に連携を図りながら統括部署として対応しております。 

 

 

⑵ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

 当社は、経営及び業務執行に係る意思決定機関として月に一度、定例の取締役会を開催

し経営上の重要事項について協議・決議を行っております。また、取締役会の諮問機関と

して取締役及び常勤監査役のほか、部長・シニアマネージャーから構成される経営会議を

適宜開催することで、取締役会から委任された決裁権限の範囲内で各部門の執行案件を審

議すると共に、迅速な経営戦略の立案や業務計画の見直しが可能な体制を構築しておりま

す。 

 社外取締役及び社外監査役は、取締役会にて忌憚のない意見を述べているほか、経営上

の重要な意思決定プロセスを適宜モニタリングすることで、取締役の業務執行状況に対し

実効性のある監督・牽制機能を働かせております。 

 

 なお、当社の機関及び内部統制に係る企業統治の体制図は次のとおりであります。 
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４．会社の支配に関する基本方針 

 当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者は、安定的な成長を目指し、企業価値の極

大化・株主共同の利益の増強に資源の集中を図るべきと考えております。 

 現時点では特別な買収防衛策は導入いたしておりませんが、今後も引き続き社会情勢等の

変化を注視しつつ弾力的な検討を行ってまいります。 

 

 

５. 剰余金の配当等の決定に関する方針 
当社の剰余金の配当は、期末配当の基準日を１月 31日とする年１回を基本的な方針として

おり、配当の決定機関は株主総会であります。また、当社は株主への機動的な利益還元を可

能とするため、会社法第 454 条第５項の規定により、取締役会の決議によって、毎年７月 31

日を基準日として中間配当を実施することが出来る旨を定款に定めております。 

当事業年度の期末配当金につきましては、上記方針に基づき、2024 年４月 26 日開催の定

時株主総会の決議により、当社株式１株当たり配当金として、前期の 12.5円から１株当たり

５円増配し、17.5 円の配当とさせていただく予定です。この結果、当事業年度の連結配当性

向は 14.3％となる見通しであります。 

なお、2023 年８月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますの

で、前期の１株当たり配当金額は当該分割が行われたものと仮定した金額になります。 

内部留保資金の使途につきましては、今後の事業展開に資する設備投資等に有効活用して

いく所存です。 
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連 結 貸 借 対 照 表 

（2024 年 1 月 31 日現在） 
（単位：千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 
 

（ 資  産  の  部 ） 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

棚 卸 資 産 

そ の 他 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 及 び 構 築 物 

減 価 償 却 累 計 額 

建物及び構築物（純額） 

工 具 、 器 具 及 び 備 品 

減 価 償 却 累 計 額 

工具、器具及び備品（純額） 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

そ の 他 

減 価 償 却 累 計 額 

そ の 他 （ 純 額 ） 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ エ ア 

そ の 他 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

敷 金 及 び 保 証 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

   

 
 

9,390,719 

3,226,359 

1,505,761 

4,413,252 

245,346 

2,986,399 

1,251,928 

1,888,085 

△1,055,307 

832,778 

607,376 

△453,272 

154,103 

233,468 

11,494 

52,069 

△31,985 

20,083 

44,041 

43,986 

55 

1,690,428 

174,581 

1,024,118 

488,495 

3,233 

   

（ 負  債  の  部 ）  

流 動 負 債 1,847,335 

買 掛 金 478,729 

リ ー ス 債 務 235,508 

未 払 法 人 税 等 443,938 

賞 与 引 当 金 86,863 

ク ー ポ ン 引 当 金 2,165 

株 主 優 待 引 当 金 4,823 

そ の 他 595,306 

固 定 負 債 591,172 

リ ー ス 債 務 137,848 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 260,000 

退 職 給 付 に 係 る 負 債 180,324 

そ の 他 13,000 

負 債 合 計 2,438,508 

（純  資  産  の  部）  

株 主 資 本 9,736,789 

資 本 金 1,651,945 

資 本 剰 余 金 1,601,916 

利 益 剰 余 金 6,483,085 

自 己 株 式 △158 

その他の包括利益累計額 201,821 

その他有価証券評価差額金 △20,757 

為 替 換 算 調 整 勘 定 222,578 

純 資 産 合 計 9,938,610 

資 産 合 計 12,377,118 負 債 純 資 産 合 計 12,377,118 

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連 結 損 益 計 算 書 

( 2023 年 2 月 1 日から 
2024 年 1 月 31 日まで ) 

（単位：千円） 

科 目 金 額 

売 上 高  21,260,649 

売 上 原 価  7,859,968 

売 上 総 利 益  13,400,681 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  11,637,973 

営 業 利 益  1,762,708 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 18,501  

受 取 配 当 金 2,985  

そ の 他 1,161 22,647 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 14,653  

為 替 差 損 75,708  

そ の 他 2,898 93,259 

経 常 利 益  1,692,096 

特 別 利 益   

負 の の れ ん 発 生 益 1,482 1,482 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 91  

減 損 損 失 16,291 16,382 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  1,677,197 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 623,701  

法 人 税 等 調 整 額 △110,293 513,408 

当 期 純 利 益  1,163,788 

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益  1,163,788 

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連結株主資本等変動計算書 
（2023年２月１日から2024年１月31日まで） 

（単位：千円）  

 

株 主 資 本 

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 

当連結会計年度期首残高 1,650,757 1,600,730 5,438,385 △70 8,689,802 

当連結会計年度変動額      

新 株 の 発 行 1,188 1,186   2,374 

剰 余 金 の 配 当   △119,087  △119,087 

親会社株主に帰属する 

当 期 純 利 益 
  1,163,788  1,163,788 

自 己 株 式 の 取 得    △87 △87 

株主資本以外の項目の当連結

会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 ) 
     

当連結会計年度変動額合計 1,188 1,186 1,044,700 △87 1,046,986 

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 1,651,945 1,601,916 6,483,085 △158 9,736,789 

 

 

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 

純 資 産 合 計 その他有価証券 

評価差額金 

為替換算 

調整勘定 

そ の 他 の 

包 括 利 益 

累 計 額 合 計 

当連結会計年度期首残高 △36,872 107,142 70,270 8,760,072 

当連結会計年度変動額    
 

新 株 の 発 行    2,374 

剰 余 金 の 配 当    △119,087 

親会社株主に帰属する 

当 期 純 利 益 
   1,163,788 

自 己 株 式 の 取 得    △87 

株主資本以外の項目の当連結

会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 ) 
16,114 115,436 131,551 131,551 

当連結会計年度変動額合計 16,114 115,436 131,551 1,178,537 

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 △20,757 222,578 201,821 9,938,610 

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連結注記表 

 

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

⑴ 連結の範囲に関する事項 

① 連結子会社の状況 

・連結子会社の数       ４社 

・連結子会社の名称 

株式会社卑弥呼 

CAPITAL SEA SHOES COMPANY LIMITED 

江蘇京海服装貿易有限公司 

CAPITAL SEA SHOES LIMITED  

 

② 非連結子会社の状況 

  該当事項はありません。 

 

⑵ 持分法の適用に関する事項 

① 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況 

  該当事項はありません。 

 

② 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況 

  該当事項はありません。 

 

⑶ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち、江蘇京海服装貿易有限公司の決算日は12月31日であります。 

 連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、１月１

日から連結決算日１月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行って

おります。 

 

⑷ 会計方針に関する事項 

① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ．その他有価証券 

時価のあるもの       時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採用しております。 

 

ロ．デリバティブ        時価法を採用しております。 

 

ハ．棚卸資産 

・商品            総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）を採用しております。 

・貯蔵品           総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）を採用しております。 
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

  当社及び国内連結子会社の事業所の有形固定資産は、定率法

（但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除

く）及び2016年４月１日以降に取得した建物付属設備及び構築物

については定額法）、小売店舗の有形固定資産は、定額法を採用

しております。 

また、海外連結子会社は定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物   ３年～39年 

工具、器具及び備品 ３年～10年 

ロ．無形固定資産（リース資産を除く） 

  定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアに

ついては、社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。 

ハ．リース資産 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用

しております。 

 

③ 重要な引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金         債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。なお、当連結

会計年度においては、貸倒実績はなく、また貸倒懸念債権等もな

いため、貸倒引当金を計上しておりません。 

ロ．クーポン引当金       将来のクーポン券利用による売上値引に備えるため、当連結会

計年度末のクーポン券残高に応じた要積立額を計上しております。 

ハ．株主優待引当金  株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、将来利用され

ると見込まれる額を計上しております。 

ニ．賞与引当金         従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結

会計年度に負担すべき額を計上しております。 

ホ．役員退職慰労引当金     役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程に

基づく当連結会計年度末における要支給額により計上しておりま

す。 

 

④ 収益及び費用の計上基準 

イ．企業の主要な事業における主な履行義務の内容 

商品の販売・・・・・顧客に商品を引き渡す履行義務 

ロ．企業が当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点） 

商品の販売・・・・・顧客に商品を引き渡した時点で収益を認識しております。 

ただし、インターネット等の通信販売及び卸売については、商品を出荷

した時点で収益を認識しております。 

ハ．企業が顧客に提供する財又はサービスの識別 

一部の販売取引について、顧客への販売取引における当社の役割が代理人に該当する取引につ

いては当該対価の総額から第三者に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しております。 
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⑤ 退職給付に係る会計処理の方法 

従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末要支

給額により計上しております。なお、退職給付に係る負債及び退

職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退

職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

 

⑥ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、在外

子会社等の資産及び負債は、在外子会社の決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に

換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含め

て計上しております。 

 

 

２．会計上の見積りに関する注記 

⑴ 固定資産の減損 

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

 当連結会計年度 

有形固定資産 1,251,928千円 

無形固定資産 44,041     

敷金及び保証金 71,006     

減損損失 16,291   

 

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

イ．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法 

 当社グループは、各店舗を独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位とし、減損の

兆候を判定しております。 

 当社グループの減損損失の認識・測定にあたっては、「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 2009年３月27日）第12項の内容に照らし、資産

又は資産グループが使用されている営業活動から生ずる損益又はキャッシュ・フローが継続

してマイナスとなっているか、または、継続してマイナスとなる見込みと判断した店舗につ

いて減損の兆候があると識別し、兆候に該当した店舗について、当該店舗から得られる割引

前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額の比較により、減損損失を認識するか否かの検

討を行っております。 

 当該検討の結果、減損損失の認識が必要となった場合、当該店舗の固定資産の帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。 

 なお、回収可能価額は、使用価値により測定された価額としております。 

 

ロ．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定 

 減損損失の認識の要否の判定に使用される割引前将来キャッシュ・フローの見積りは、当

社グループの事業計画を基礎としており、当該事業計画における将来売上高は、当連結会計

年度の店舗別売上実績を基礎とし、直近のトレンドと外部経営環境の変化、具体的には店舗

周辺の開発や競合他社の出店等の状況を考慮して算定しております。 
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ハ．翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響 

 上記の主要な仮定については、見積りの不確実性が存在するため、キャッシュ・フローの

実績が見積金額と乖離する可能性があります。当社グループは、減損の兆候の識別、減損損

失の認識や測定には慎重を期しておりますが、将来の市場環境の変化等により、当社グルー

プの事業計画の前提となる条件や仮定に変更が生じた結果、店舗の収益が悪化した場合は、

翌連結会計年度において新たに減損の兆候を識別し、減損損失を計上する可能性があります。 

 

 

⑵ 棚卸資産の評価 

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

 当連結会計年度 

商品 4,360,733千円 

棚卸資産評価損 86,133   

棚卸資産評価損は戻入との純額を記載しております（△は戻入額）。 

 

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

イ．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法 

 棚卸資産の評価方法は、総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）を採用しており、期末における販売開始から一定の期間を超

える棚卸資産について、合理的に算定した評価減率を適用して帳簿価額を段階的に切り下げ

る方法を設け、棚卸資産の収益性の低下を連結計算書類に反映しています。 

 

ロ．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定 

 棚卸資産の評価に使用される評価減率の見積りは、過年度の仕入及び販売足数ならびに廃

棄等の実績を基礎とし、直近のトレンドや将来の見込販売足数等を考慮して算定しておりま

す。 

 

ハ．翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響 

 上記の主要な仮定については、見積りの不確実性が存在するため、棚卸資産の収益性の低

下が見積金額と乖離する可能性があります。当社グループは、棚卸資産の評価には慎重を期

しておりますが、将来の市場環境の変化等により、当社グループの事業計画の前提となる条

件や仮定に変更が生じた結果、在庫状況が変化した場合は、翌連結会計年度において、棚卸

資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

⑶ 繰延税金資産の回収可能性 

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

 当連結会計年度 

繰延税金資産 488,495千円 

 

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

イ．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法 

 繰延税金資産は、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指

針第26号 2018年２月16日）に定める企業の分類に基づき、将来の収益力に基づく課税所得

の見積りにより、当連結会計年度末における将来減算一時差異のうち、将来の税金負担額を

軽減することができる範囲内で繰延税金資産を計上しております。 
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ロ．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定 

 繰延税金資産は，将来減算一時差異が将来生じる可能性が高いと見込まれる課税所得と相

殺可能な範囲内で認識しております。当該課税所得の見積りは、当社グループの事業計画を

基礎として算定しております。 

 

ハ．翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響 

 上記の主要な仮定については、見積りの不確実性が存在するため、課税所得の実績が見積

金額と乖離する可能性があります。当社グループは、繰延税金資産の回収可能性の検討には

慎重を期しておりますが、将来の市場環境の変化等により、当社グループの事業計画の前提

となる条件や仮定に変更が生じた結果、店舗の収益が悪化した場合は、翌連結会計年度にお

いて繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

 

３．連結貸借対照表に関する注記 

流動負債「その他」のうち、契約負債の残高 

契約負債          22,598千円 

 

 

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

⑴ 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数 

株 式 の 種 類 
当連結会計年度

期首の株式数 

当連結会計年度

増加株式数 

当連結会計年度 

減少株式数 

当連結会計年度末

の株式数 

普 通 株 式 4,763,540株 4,767,140株 ―株 9,530,680株 

（注）１．2023年８月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。 

２．普通株式の増加株式数4,767,140株は、ストック・オプションの権利行使により1,800株、株式

分割により4,765,340株がそれぞれ増加したことによるものであります。 

 

⑵ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株 式 の 種 類 
当連結会計年度 

期首の株式数 

当連結会計年度 

増加株式数 

当連結会計年度 

減少株式数 

当連結会計年度末

の株式数 

普 通 株 式 25株 59株 －株 84株 

（注）１．2023年８月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。 

２．自己株式の増加株式数は、株式分割により25株、単元未満株式の買取りにより34株がそれぞれ

増加したことによるものであります。 

 

⑶ 剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

2023年４月26日 

定時株主総会 
普通株式 119,087千円 25円 2023年１月31日 2023年４月27日 

（注）2023年８月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。「１株当たり配

当額」につきましては、当該株式分割前の金額を記載しております。 
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② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの 

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

2024年４月26日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 166,785千円 17.5円 2024年１月31日 2024年４月30日 

 

⑷ 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）

の目的となる株式の種類及び数 

 普通株式 40,840株 

 

 

５．金融商品に関する注記 

⑴ 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

投資有価証券は、上場株式であり、定期的に時価の把握を行っていますが、現在保有している

金融商品を除き、原則として元本が毀損するリスクの高い商品の取引を行わない方針です。 

デリバティブ取引は、実需の範囲で行い、投機的な取引は行わない方針です。 

 

② 金融商品の内容及びその当該金融商品に係るリスク 

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

投資有価証券は主として株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。 

敷金及び保証金は、主に出店に伴う差入保証金等であり、差入先の信用リスクに晒されており

ます。 

営業債務である買掛金はそのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。外貨建のものにつ

いては、為替変動リスクに晒されております。 

リース債務は一部の海外子会社についてIFRS第16号（リース）を適用したものです。これらは、

流動性リスクに晒されております。 

デリバティブ取引は、主に外貨建取引の為替相場変動リスクを回避するために利用している為

替予約取引であります。 

 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

イ．信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理 

当社グループは、売掛金に係る取引先の信用リスクは、店舗別・取引先別に期日管理・残高

管理を行うとともに、信用情報の把握を定期的に行うことで、回収懸念の早期把握や軽減を

図っております。取引相手先は主に電鉄系企業や大型商業施設を運営する大手デベロッパーに

限定しているため、信用リスクはほとんどないと認識しております。敷金及び保証金は賃貸借

契約締結時に差入先の信用状況を把握するとともに、入居後も定期的に信用状況を把握するこ

とにより、回収懸念の早期把握や軽減を図っております。デリバティブ取引については、取引

相手先の高格付けを有する金融機関に限定しているため、信用リスクはほとんどないと認識し

ております。 

ロ．市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理 

投資有価証券については、上場株式であり、定期的に時価を把握することにより管理を行っ

ております。当社は、商品の輸入に伴う外貨建取引については、為替の変動リスクに対して、

為替予約を利用してリスクの回避に努めております。デリバティブ取引の執行・管理について

は取引権限等を定めた経理規程に従い、決裁担当者の承認を得て行っております。また、その

残高照合等は経営管理部が行っております。 
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ハ．資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理 

当社グループは、経営管理部等担当部門が年次予算に基づく資金繰計画表を作成し、月次で

実績・予算を更新するとともに、現金及び預金で手許流動性を継続して維持することにより、

流動性リスクを管理しております。 

 

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な

る前提条件を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 

 

⑵ 金融商品の時価等に関する事項 

 2024年１月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。  

 
連結貸借対照表

計上額 
時価 差額 

投資有価証券 174,581千円 174,581千円 －千円 

敷金及び保証金 1,024,118 964,078 △60,040 

資産計 1,198,699 1,138,659 △60,040 

リース債務 

（1年以内に返済予定のリース債務を含む） 
373,356 369,104 △4,252 

負債計 373,356 369,104 △4,252 
 

（※１）「現金及び預金」「売掛金」「買掛金」「未払法人税等」については、現金であること及び短期

間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

 

 金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ

のレベルに分類しております。 

 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成さ

れる当該時価の算定対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定し

た時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外

の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

 

 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して

おります。 

 

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

投資有価証券     

 その他有価証券     

  株式 174,581千円 －千円 －千円 174,581千円 
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② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

敷金及び保証金 －千円 964,078千円 －千円 964,078千円 

リース債務（1年以内に返済

予定のリース債務を含む） 
－ 369,104 － 369,104 

 

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

 

投資有価証券 

投資有価証券の時価については、相場価格を用いて評価しております。当該上場株式は活発な

市場で取引されているため、当該時価をレベル１の時価に分類しております。 

 

敷金及び保証金 

敷金及び保証金の時価については、期末から返還までの見積り期間に基づき、将来キャッ

シュ・フロー（資産除去債務の履行により最終的に回収が見込めない金額控除後）を決算日現在

の国債利率等、適切な指標に基づく利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の

時価に分類しております。 

 

リース債務（1年以内に返済予定のリース債務を含む） 

リース債務の時価については、元利金の合計額を、同様の新規リース取引を行った場合に想定

される利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

 

６．収益認識に関する注記 

⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

 当社グループは、婦人靴の企画・販売事業を主要な事業としており、主要な顧客との契約から生じ

る収益を分解した情報は、以下のとおりであります。 

 当連結会計年度 

店舗売上高 

オンライン売上高 

委託売上高 

その他 

15,297,098 千円 

4,940,098 

760,241 

263,210 

顧客との契約から生じる収益 21,260,649 

その他の収益 － 

外部顧客への売上高 21,260,649 

 

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

 「連結注記表 １.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等（4）会計方

針に関する事項 ④収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 
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⑶ 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報 

① 契約負債の残高 

 当連結会計年度 

期首残高 43,141千円 

期末残高 22,598   

 

 当連結会計年度末において、残存履行義務に配分した取引価格の総額は 22,598 千円であ

り、主にポイントプログラムによるものであります。 

また、当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれてい

た額は、43,141 千円であります。 

 将来顧客が行使することが見込まれるポイントは、当該ポイントが重要な権利を顧客に提

供する場合、履行義務として契約負債（その他流動負債）に計上されており、当該ポイント

の利用時点または有効期限の経過に伴う失効時点において履行義務が充足されると判断し、

当該ポイントの利用または失効時に収益として認識しております。 

 

② 残存履行義務に配分した取引価格 

 当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用

し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。 

 

 

７．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 1,042円81銭 

(2) １株当たり当期純利益金額 122円12銭 

（注）当社は、2023年８月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当連結会

計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利

益金額をそれぞれ算定しております。 

 

８．重要な後発事象に関する注記 

  該当事項はありません。 

 

９．その他 

（取得による企業結合） 

１．企業結合の概要 

⑴ 被取得企業の名称及びその事業の内容 

被取得企業の名称 株式会社ミッシュマッシュ 

事業の内容    婦人服の企画・販売 

 

⑵ 企業結合を行う主な理由 

当社のこれまで培ってきた経営資源や生産仕入、海外子会社による品質管理、流通システム、

EC販売といった事業の強みと、MISCH MASCHのブランド力及びノウハウを活用し、これまで以上

にお客様に支持されるファッション小売り企業として事業拡大を図ることが可能と判断したた

めです。 

 

⑶ 企業結合日 

2023年３月１日 

 

⑷ 企業結合の法的形式 

当社を存続会社、株式会社ミッシュマッシュを消滅会社とする吸収合併 
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⑸ 結合後企業の名称 

変更ありません。 

 

⑹ 取得企業を決定するに至った主な根拠 

当社を存続会社とする吸収合併を実施したためであります。 

 

２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

合併取得の対価    現金   105,886千円 

取得原価            105,886千円 

 

３．主要な取得関連費用の内容及び金額 

アドバイザリー費用等      22,000千円 

 

４．連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間 

2023年３月１日から2024年１月31日 

 

５．負ののれん発生益の金額及び発生原因 

 ⑴負ののれん発生益の金額 

1,482千円 

 

 ⑵発生原因 

取得原価が受け入れた資産及び引き受けた負債に配分された純額を下回ったため、その差額を

負ののれん発生益として認識しております。 

 

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

流動資産 172,651千円 

固定資産 145,397     

資産合計 318,048     

  

流動負債 209,783     

固定負債 895     

負債合計 210,679     

 

７．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計

算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法 

当該金額の概算額に重要性が乏しいため記載を省略しております。 
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貸借対照表 

（2024 年１月 31 日現在） 
（単位：千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 
 

（ 資 産 の 部 ） 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

商 品 

貯 蔵 品 

前 渡 金 

前 払 費 用 

そ の 他 

 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

建 物 付 属 設 備 

工 具 、 器 具 及 び 備 品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

そ の 他 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ エ ア 

そ の 他 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

敷 金 及 び 保 証 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

 
 

 
 

6,695,654 

1,995,451 

1,077,480 

3,376,777 

26,939 

25,546 

45,031 

148,427 

 

2,895,389 

772,119 

315,562 

86,900 

122,043 

233,468 

3,942 

10,200 

22,807 

22,751 

55 

2,100,463 

174,581 

727,806 

867,634 

328,840 

1,601 

 
 

（ 負 債 の 部 ）  

流 動 負 債 1,074,048 

買 掛 金 303,457 

未 払 金 247,212 

未 払 費 用 117,052 

未 払 法 人 税 等 277,938 

ク ー ポ ン 引 当 金 2,165 

株 主 優 待 引 当 金 4,823 

賞 与 引 当 金 47,298 

そ の 他 74,100 

固 定 負 債 324,640 

退 職 給 付 引 当 金 57,140 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 260,000 

そ の 他 7,500 

負 債 合 計 1,398,688 

（ 純 資 産 の 部 ）  

株 主 資 本 8,213,112 

資 本 金 1,651,945 

資 本 剰 余 金 1,601,916 

資 本 準 備 金 1,601,916 

利 益 剰 余 金 4,959,408 

そ の 他 利 益 剰 余 金 4,959,408 

繰 越 利 益 剰 余 金 4,959,408 

自 己 株 式 △158 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 △20,757 

その他有価証券評価差額金 △20,757 

純 資 産 合 計 8,192,354 

資 産 合 計 9,591,043 負 債 純 資 産 合 計 9,591,043 

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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損益計算書 

( 2023 年 2 月 1 日から 
2024 年 1 月 31 日まで ) 

（単位：千円） 

科 目 金 額 

売 上 高  15,592,520 

売 上 原 価  6,396,217 

売 上 総 利 益  9,196,303 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  8,187,752 

営 業 利 益  1,008,550 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 1,178  

受 取 配 当 金 2,985  

経 営 指 導 料 30,000  

業 務 支 援 料 28,200  

そ の 他 539 62,902 

営 業 外 費 用   

為 替 差 損 67,171  

そ の 他 1,771 68,942 

経 常 利 益  1,002,510 

特 別 利 益   

負 の の れ ん 発 生 益 1,482 1,482 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 0  

減 損 損 失 16,030 16,030 

税 引 前 当 期 純 利 益  987,963 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 386,373  

法 人 税 等 調 整 額 △27,864 358,509 

当 期 純 利 益  629,454 

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 
（2023年２月1日から2024年１月31日まで）  

（単位：千円）  

 

 株 主 資 本 

資 本 金 

資本剰余金 利 益 剰 余 金 

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

当 事 業 年 度 期 首 残 高 1,650,757 1,600,730 4,449,041 △70 7,700,459 

当 事 業 年 度 変 動 額      

新 株 の 発 行 1,188 1,186   2,374 

剰 余 金 の 配 当   △119,087  △119,087 

当 期 純 利 益   629,454  629,454 

自 己 株 式 の 取 得    △87 △87 

株主資本以外の項目の当事業年

度 変 動 額 ( 純 額 ) 
     

当 事 業 年 度 変 動 額 合 計 1,188 1,186 510,366 △87 512,652 

当 事 業 年 度 末 残 高 1,651,945 1,601,916 4,959,408 △158 8,213,112 

 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 

評価差額金 

当 事 業 年 度 期 首 残 高 △36,872 7,663,587 

当 事 業 年 度 変 動 額   

新 株 の 発 行  2,374 

剰 余 金 の 配 当  △119,087 

当 期 純 利 益  629,454 

自 己 株 式 の 取 得  △87 

株主資本以外の項目の当事業年

度 変 動 額 ( 純 額 ) 
16,114 16,114 

当 事 業 年 度 変 動 額 合 計 16,114 528,767 

当 事 業 年 度 末 残 高 △20,757 8,192,354 

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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個別注記表 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

⑴ 資産の評価基準及び評価方法 

① 関係会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。 

② その他有価証券 

時価のあるもの  時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採用しております。 

③ デリバティブ 時価法を採用しております。 

④ 棚卸資産 

・商品  総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）を採用しております。 

・貯蔵品  総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）を採用しております。 

 

⑵ 固定資産の減価償却の方法 

①  有形固定資産  事業所の有形固定資産は、定率法（但し、1998年４月１日以降

に取得した建物（建物付属設備を除く）及び2016年４月１日以降

に取得した建物付属設備及び構築物については定額法）、小売店

舗の有形固定資産は、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物        ５年～39年 

建物付属設備    ３年～15年 

工具、器具及び備品 ３年～10年 

②  無形固定資産  定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアに

ついては、社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。 

 

⑶ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理しております。 

 

⑷ 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金         債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しております。なお、当事業年

度においては、貸倒実績はなく、また貸倒懸念債権等もないため、

貸倒引当金を計上しておりません。 

② クーポン引当金       将来のクーポン券利用による売上値引に備えるため、当事業年度

末のクーポン券残高に応じた要積立額を計上しております。 

③ 株主優待引当金  株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、将来利用され

ると見込まれる額を計上しております。 

④ 賞与引当金         従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年

度に負担すべき額を計上しております。 

⑤ 退職給付引当金       従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末要支給

額により計上しております。なお、退職給付引当金及び退職給付

費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付

債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 
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⑥ 役員退職慰労引当金    役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程に基づ

く当事業年度末における要支給額により計上しております。 

 

⑸ 収益及び費用の計上基準 

① 企業の主要な事業における主な履行義務の内容 

商品の販売・・・・・顧客に商品を引き渡す履行義務 

② 企業が当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点） 

商品の販売・・・・・顧客に商品を引き渡した時点で収益を認識しております。 

ただし、インターネット等の通信販売及び卸売については、商品を出荷

した時点で収益を認識しております。 

③ 企業が顧客に提供する財又はサービスの識別 

一部の販売取引について、顧客への販売取引における当社の役割が代理人に該当する取引につい

ては当該対価の総額から第三者に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しております。 

 

 

２．会計上の見積りに関する注記 

⑴ 固定資産の減損 

① 当事業年度の計算書類に計上した金額 

 当事業年度 

有形固定資産 772,119千円 

無形固定資産 22,807     

敷金及び保証金 59,113     

減損損失 16,030   

 

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

連結計算書類「連結注記表 ２.会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しており

ますので、注記を省略しております。 

 

⑵ 棚卸資産の評価 

① 当事業年度の計算書類に計上した金額 

 当事業年度 

商品 3,376,777千円 

棚卸資産評価損 64,431   

棚卸資産評価損は戻入との純額を記載しております（△は戻入額）。 

 

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

連結計算書類「連結注記表 ２.会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しており

ますので、注記を省略しております。 

 

 

⑶ 繰延税金資産の回収可能性 

① 当事業年度の計算書類に計上した金額 

 当事業年度 

繰延税金資産 328,840千円 

 

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

連結計算書類「連結注記表 ２.会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しており

ますので、注記を省略しております。 
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３．貸借対照表に関する注記 

⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 1,084,973 千円 

 

⑵ 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。 

短期金銭債権 88,665千円 

短期金銭債務 572千円 

 

 

４．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

 営業取引による取引高  

 売上高 794,582千円 

 仕入高 3,414千円 

 販売費及び一般管理費 29,439千円 

 営業取引以外の取引高 59,350千円 

 

 

５．株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度の末日における自己株式の種類及び総数 

普通株式 84株 

 

 

６．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 繰延税金資産  

 減価償却超過額 85,483千円 

 減損損失 41,151   

 資産除去債務 78,423   

 未払事業税 20,128   

 賞与引当金 16,754   

 クーポン引当金 663   

 株主優待引当金 1,476     

 退職給付引当金 17,496   

 役員退職慰労引当金 79,612   

 棚卸資産評価損 77,570   

 その他有価証券評価差額金 9,160   

 その他 6,503   

 繰延税金資産小計 434,424   

 評価性引当額 △79,612   

 繰延税金資産合計 354,812   

 繰延税金負債  

 差額負債調整勘定 △ 25,972     

 繰延税金負債合計 △ 25,972     

 繰延税金資産の純額 328,840   
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７．関連当事者との取引に関する注記 

子会社及び関連会社等 

種 類 会社等の名称 
議決権等の所有

（被所有）割合 

関 連 当 事 者 

と の 関 係 
取 引 内 容 

取引金額 

（千円） 
科 目 

期末残高 

（千円） 

子 会 社 

CAPITAL SEA 

SHOES COMPANY 

LIMITED 

所有 

直接100％ 

役員の兼務 

資金の援助 

資金の貸付 

（注１） 
246,350 

関係会社 

長期貸付金 
－ 

利息の受取 

（注２） 
1,150 

その他 

流動資産 
－ 

  
（注）１．当事業年度において、CAPITAL SEA SHOES COMPANY LIMITEDより資金の援助に係る貸付金

246,350千円の返済を受けております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

資金の貸付に係る利息は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

 

 

８．収益認識に関する注記 

 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類「連結注記表 ６.

収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。 

 

 

９．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 859円58銭 

(2) １株当たり当期純利益金額 66円05銭 

（注）当社は、2023年８月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当事業

年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益

金額をそれぞれ算定しております。 

 

 

10．重要な後発事象に関する注記 

  該当事項はありません。 

 

 

11．その他 

（取得による企業結合） 

 取得による企業結合につきましては、「連結注記表 ９．その他」に同一の内容を記載しておりま

すので、注記を省略しております。 
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 独立監査人の監査報告書  

 2024 年３月 26 日  
 株式会社ダブルエー  
 取締役会御中  

 
有限責任あずさ監査法人 
 
東京事務所 

 

 

 
指 定 有 限 責 任 社 員 
業 務 執 行 社 員 

公認会計士 井 上 倫 哉  

指 定 有 限 責 任 社 員 
業 務 執 行 社 員 

公認会計士 小 髙 由 貴  
 

 

  
 
 

監査意見 

当監査法人は、会社法第 444 条第４項の規定に基づき、株式会社ダブルエーの 2023年２月１日
から 2024 年１月 31 日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。 
 
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、株式会社ダブルエー及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
監査意見の根拠 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
その他の記載内容 
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロ
セスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当

監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。 
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお

いて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤
りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。 
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。 
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 

 
連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。 
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を

監視することにある。 
 
連結計算書類の監査における監査人の責任 
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬

による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立
場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生す
る可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理
的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ



37 

 

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 
 
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに

対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。 

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して
重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要
な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事
項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査
証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能
性がある。 

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び
内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価す
る。 

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ
適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関し
て責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。 

 
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程

で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められてい
るその他の事項について報告を行う。 

 
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規

定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要
因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための
セーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。 

 
利害関係 
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。 
 

以 上 
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 独立監査人の監査報告書  

 2024 年３月 26 日  
 株式会社ダブルエー  
 取締役会御中  

 
有限責任あずさ監査法人 
 
東京事務所 

 

 

 
指 定 有 限 責 任 社 員 
業 務 執 行 社 員 

公認会計士 井 上 倫 哉  

指 定 有 限 責 任 社 員 
業 務 執 行 社 員 

公認会計士 小 髙 由 貴  
 

 

  
 
監査意見 

当監査法人は、会社法第 436 条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ダブルエーの 2023 年２
月１日から 2024 年１月 31 日までの第 23 期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」とい
う。）について監査を行った。 
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。 
 
監査意見の根拠 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されて
いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、ま
た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
その他の記載内容 
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセス
の整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査

法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。 
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ
るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候
があるかどうか注意を払うことにある。 
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。 
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 

 

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類
等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。 

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。 

 

計算書類等の監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から
計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性が
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あり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
場合に、重要性があると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

 

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連す
る内部統制を検討する。 

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な
不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる
場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に
関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明する
ことが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並
びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。 

 

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で
識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているそ
の他の事項について報告を行う。 

 
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定

を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を
除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフ
ガードを適用している場合はその内容について報告を行う。 
 
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。 

 
以 上 
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 監査報告書  

   

 当監査役会は、2023 年２月 1 日から 2024 年 1 月 31 日までの第 23 期事業年度における取締役の職

務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以

下のとおり報告いたします。 

 

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。 

 

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従

い、取締役、内部監査部門、その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環

境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。 

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事

業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社

の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の

報告を受け、説明を求めました。 

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制、その他株式会社及びその子会社からなる企業集団の業務の適正を確保するた

めに必要なものとして会社法施行規則第 100 条第１項及び第 3 項に定める体制の整備に関

する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）

について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受

け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。 

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す

るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明

を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため

の体制」（会社計算規則第 131 条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」

(2005 年 10 月 28 日企業会計審議会)等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ

て説明を求めました。 

 

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書

類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検

討いたしました。 

 

２. 監査の結果 

(1) 事業報告等の監査結果 

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。 

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認

められません。 

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部

統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべ
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以 上 

き事項は認められません。 

 

(2) 計算書類及びその附属明細書並びに連結計算書類の監査結果 

会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 

 

2024 年３月 27 日 

株 式 会 社 ダ ブ ル エ ー 監 査 役 会 

常 勤 監 査 役 （ 社 外 監 査 役 ）  

 鶴 田 芳 郎  

監 査 役 （ 社 外 監 査 役 ）  

 佐 川 明 生  

監 査 役 （ 社 外 監 査 役 ）  

 佐 藤 広 一  
 


